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第２回立川市行財政問題審議会議事録 

 

 

 

 

 ◆日時 令和元年12月16日（月）19時00分～21時03分 

 

 ◆場所 女性総合センター 第２学習室 

 

 ◆出席者 

  【委員】 

     金井利之会長     佐藤主光副会長     朝日ちさと委員 

     伊藤正人委員     川口哲生委員      宮田龍之介委員 

     曽我好男委員     笹浪真智子委員     砺波正博委員 

     三浦康浩委員     川久保ミチエ委員    宮本直樹委員 

 

  【市側】 

     栗原 寛総合政策部長 

     諸井哲也財務部長 

     渡貫泰央行政経営課長 

     齋藤真志財政課長 

     佐藤岳之人事課長 

     井上隆一人材育成推進担当課長 

 

  【事務局】 

     野口康浩行政経営課主査 

     根岸竹明行政経営課主査 

 

 ◆次第 

  １ 開会 

  ２ 議事 

    （１）第２次行政経営計画の方向性について（人・モノ・おかね） 

    （２）第２次行政経営計画取組方針について 

  ３ その他 

  ４ 閉会 

 

 ◆資料 

   立川市行財政問題審議会委員名簿 

  １    第２次行政経営計画の方向性について（人・モノ・おかね） 

  ２    第２次行政経営計画取組方針について 

  参考資料 人口推移（第４次長期総合計画・後期基本計画（案）から抜粋） 
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午後７時０分 開会 

○渡貫行政経営課長 時間前なんですけれども、宮田委員はちょっと遅れるというご連絡があ

りまして、本日出席の予定の方がそろいましたので、もしよろしければ、始めたいと思います。 

○金井会長 こんばんは。第２回の審議会を開催したいと思います。 

 まず初めに、事務局から資料確認をお願いします。 

○渡貫行政経営課長 それでは、議事の前に、配付資料を確認させていただきます。 

 次第と資料１、第２次行政経営計画の方向性について、資料２、第２次行政経営計画取組方

針について。そのほかに、参考資料として、委員よりご要望いただきました年齢別の人口の推

移に関する資料、あと前回の議事録を配付してございます。過不足等はございませんでしょう

か。 

○金井会長 よろしいですか。 

○渡貫行政経営課長 あと、本日、今回は経営資源の人・モノ・おかねについてご議論いただ

くところですけれども、行政側の職員として、人事課の担当課長をお呼びしてございますので、

ちょっとご紹介させていただきます。 

○佐藤人事課長 こんばんは。立川市の人事課長をしております佐藤と申します。本日はどう

ぞよろしくお願いいたします。 

○金井会長 よろしくお願いします。 

○井上人材育成推進担当課長 人材育成を担当しております人材育成推進担当課長、井上でご

ざいます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○金井会長 よろしくお願いします。 

○渡貫行政経営課長 あと１点、資料のほうの修正を、お願いしたいと思います。 

 資料の２の４ページ目の一番下の取組事項でございますが、文面で公務適正と、今、正しい

という字ですけれども、性格の性に変更していただきたいと思います。 

 あと、５ページの一番下の取組事項の内容が書いてあります１行目ですけれども、中段以降、

下水道路施設となっておりますが、下水道施設の誤りでございます。 

 あと、最後、９ページ目の一番下の取組事項の収競輪事業となっていますが、収はとってい

ただきたいと思います。 

 誤りがありまして、大変申しわけございませんでした。 

 それでは、よろしくお願いいたします。 

○金井会長 今のご説明、よろしいですか、皆さん。 

 それでは、議事のほうに入りたいと思います。 

 まず（１）が、第２次行政経営計画の方向についてということで、人・モノ・おかねという

項目がありますが、では、事務局のほうからご説明いただけますか。 

○渡貫行政経営課長 前回、第１回の会議では、主に行政経営計画の取組状況、あと財政収支

や第２次行政経営計画の策定に向けてご意見をいただきましたが、本日は、第２次行政経営計

画の取組項目について、ご意見を賜りたいと思ってございます。 

 そのため、議題（１）及び（２）として分けず、２つを合わせてご議論いただきたいと思っ

てございます。 

 まず、前回、委員の皆様からご意見をいただきました立川市の年齢別の人口の推移について

若干補足して説明をさせていただきます。一番下の参考資料をお出しください。 

 こちら、年齢別の社会増減の推移といったものでございます。折れ線グラフが２種類ござい

まして、点線が2013年の年齢別の増減です。ちょうど縦軸が真ん中あたりがゼロで、上に行く

に従って100、200、300と。下に行くに従ってマイナス100、マイナス200というふうに、社会
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増減の推移なんですが、この中では、四角で囲ってある折れ線グラフ2013年時点は、25から39

歳においては転出超過の傾向がございましたが、実線のほうでは、それも好転に、転入超過に

転じているというような状況がございます。 

 こちらの説明については以上でございます。 

○金井会長 ここで一旦切るんですか。 

○渡貫行政経営課長 では、これについて特になければ、続けて。 

○金井会長 今の年齢別社会増減の資料ですが、何かご質問とかありますでしょうか。 

 では、宮本委員。 

○宮本委員 大変興味深い統計資料だなと思いました。以前から言われていた傾向に歯どめが

かかった、好転したんだというのは大変重要なことでありまして、これは、この原因について

の分析というのは何かなされているのでしょうか。 

 こういう施策を打ったので、こういうふうに好転しましたみたいな、そんなすばらしいスト

ーリーが聞けるとうれしいんですけれども、何か心当たりはあるものでしょうか。 

○渡貫行政経営課長 特にこの年齢層というのは、お子さんがいらっしゃる年齢層というよう

なことも１つありまして、市としては、保育園の待機児対策というのをずっと行ってきたとい

うようなことは、一因として挙げられるのかなと、そういったところを選んでいただいたとい

うのも、一つこの数字のあらわれと言えるのかなというふうな感じということです。 

○宮本委員 すばらしい。ありがとうございます。 

○金井会長 ほかはよろしいですか。 

 じゃ、続きまして、渡貫課長のほうからご説明いただけますか。 

○渡貫行政経営課長 それでは、資料１のほうのご説明に移らせていただきます。 

 こちらにつきましては、表の中身が人・モノ・お金となってございまして、線で左半分が前

回の審議会において、人についての課題、モノについての課題、お金についての課題をご議論

いただきました。右の部分が、それに基づいて今期、令和２年度から始まる後期基本計画の行

財政運営の基本方針として、それに基づいて定める方向性を記したものでございます。 

 まず、人についての前回審議会での課題を挙げていただいたものにつきましては、１つ目が、

行政課題に対しまして、行政評価における政策体系や評価体系が組織編成と整合しなくなって

いるため、組織課題が見えにくいといった課題。 

 あとは、行政評価との連動では、施策の成果がサービスの向上につながっているため、職員

の増につながりやすく、人件費の増になるのではないか。 

 または、会計年度任用職員の導入や新たな技術の出現によって、非正規職員の業務を見直す

必要がある。 

 または、メンタルヘルスの不調による休務者の予防的な対応が課題ではないか。 

 または、職員のワーク・ライフ・バランスに対応するため、職員の働き方改革への対応。 

 さらには、定年の引き上げが見込まれる中、給与制度の構築とともに職員のモチベーション

の維持が課題となるのではないかと。 

 または、公務員試験対策不要の試験方式と従来型の試験方式の２方式の導入による多様な人

材の確保、こういったことが課題として取り上げられたところでございまして、それを踏まえ

まして、右の表のほうでは、後期においては政策体系や評価体系と人員、予算が連動した組織

編成を行う方針。 

 また、職員の役割を明確にして、最適化した人員体制と配置を行うこと。 

 また、業務プロセスや業務の質、コスト等の自治体間比較を行うこと。 

 管理監督者のマネジメント能力の強化。 
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 また、研修等を通して改革の意識を持ち、積極的かつ主体的に行動する職員を育成する。 

 また、ベテラン層職員の能力を活用する制度やマネジメント手法を検討する。 

 職員採用方法の課題の洗い出しと検証を行い、有効な職員採用の制度とすること。 

 また、他自治体とは異なる本市の特性や職場の魅力を最大限に発信し、優秀な人材確保への

取組を進めると、そういった方針につなげたところでございます。 

 また、モノにつきましても、左の課題に対応いたしまして、右の方針というのを掲げてござ

います。方針のみ読まさせていただきますと、施設管理業務の効率化を図りながら、適切な施

設の維持保全に努めること。 

 また、公共施設再編個別計画の確実な実施。 

 都市インフラについて、中長期的なトータルコストの削減や、予算の平準化を行いながら、

的確に維持管理・更新を行い、機能を維持していくこと。 

 また、再編に伴い生じる跡地や公有財産等は民間活力による有効活用を推進すること。 

 施設を更新する際は、ＰＰＰ手法の導入の可能性を検討し、民間ノウハウの活用を促進する、

そういう方向性を前回からは引き継いでございます。 

 裏面にまいりまして、健全な財政運営でございます。 

 こちらも前期の審議会でご議論をいただいた課題から、右のほうの方針を定めてございます。 

 持続可能な財政運営のために財政調整基金は必要な額を確保すること。 

 また、公共施設の再編や都市インフラの老朽化などへ対応するため、公共施設整備基金は必

要な額を確保すること。 

 また、公共施設の再編や都市インフラの老朽化などへ対応するため、借り入れの考え方を改

めて示していくこと。 

 また、市の収入の根幹である市税等収入については、引き続き収入の確保に努めること。 

 また、ネーミングライツや広告料収入の確保、公共施設等の有効活用や未利用地の処分など

官民連携のさらなる推進によって新たな自主財源を確保すること。 

 また、公共施設の建て替え等を行う場合は、受益者負担の観点から適正な利用料金となるよ

う検討すること。 

 また、競輪事業については、経営基盤の安定化に努めるとともに収益の確保を図ること。 

 また、行政評価と連動した効率的・効果的な予算編成を行うこと。 

 社会保障関係経費を初め、義務的経費の増加によって財政構造が硬直化するおそれがあるこ

とに留意していくこと。 

 また、公共施設等の老朽化に伴う更新や公共施設の再編の取組に際しては、公共施設整備基

金等の有効活用を検討すること、そういった方向性を後期の運営方針にて示したところであり

ます。 

 そういった方針をもとに、今回、資料２のほうに移りますが、括弧にありますように、この

運営方針、今掲げたところの人・モノ・お金の部分となりますけれども、その具体的取組事項

について、本日は示してございますが、それについてご意見をいただきたいと思っているとこ

ろでございます。 

 ［１］のところ、経営資源【「人」「モノ」「おかね」「情報」】の有効活用とありますが、

まず人の分野では、５つの分野で有効活用を図ること。公共施設では２つの分野で有効活用を

図ること。３つ目のお金の部分では、５つの項目で有効活用を図っていくことを取組事項とし

て掲げてございます。 

 そして、それぞれの項目においては、取組事項を通しまして有効活用が図られているかどう

かを成果指標と目標値を設定して進捗を見ていくこととしたいと考えているところでございま
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す。 

 それでは、ページをめくりまして、まず人の部分でございます。 

 この効果的な組織と職場・職員の活用の人の部分でございます。 

 まず１つ目の効果的な組織の編成につきましては、成果指標を基本事業と組織が連動してい

る事業数、括弧の中、１つの基本事業に対して１つの組織が対応している事業数というのを掲

げてございます。前期においては、107の基本事業のうち59事業が組織に対応しているという

ような状況でございました。後期においては、102の基本事業を予定してございまして、現状

の55％以上の組織の対応数ということを目標としているところでございます。 

 こちらにつきましては、現在後期基本計画に合わせて施策体系を見直しているというような

ところがありますが、前期基本計画の連動性という点では、大きな施策の変更と組織の変更が

多すぎると、なかなか現実的でないというようなこともございますので、一旦はこの55％の組

織の一致率を目指すといったような形をしてございます。 

 実際に、効果的な組織の編成に対する取組事項といたしましては、上から３つ目の箱ですが、

法改正や権限移譲など多様な変化の中、施策を効果的に展開するため、毎年度庁内の組織検討

委員会において組織を柔軟に見直すこと。また、施策の成果向上の視点から、施策体系と連動

した組織を検討することとしてございます。 

 ２つ目の②の適正な定員管理でございます。こちらにつきましては、成果指標を最適化した

職員の人数ということでございます。括弧の中では、正規職員から置きかえた人数ということ

で、目標値、令和６年時点では40人程度を最適化していくというような形としてございます。 

 取組事項の内容といたしまして、これを達成するためには、窓口業務のあり方方針に基づい

て、市民課等の窓口業務に会計年度任用職員を導入すること。または、児童館及び併設学童保

育所への指定管理者導入の検証を行って、サービスの提供手法の最適化を図っていくこと。ま

た、中央図書館の窓口業務等の民間活力の活用によって、担い手の最適化を図っていくこと。

また、これまで行ってきた保育園の民営化を検証し、サービスの提供手法の適正化を図ってい

くこと。さらに、事業プロセスや業務の質、コスト等の自治体間の比較を行いつつ、本市の行

政特性に合わせた適正な定員管理を行っていくこととしてございます。 

 引き続き、人の部分を人事課のほうから説明をしていきます。 

○井上人材育成推進担当課長 人材育成推進担当課長、井上でございます。よろしくお願いい

たします。 

 ３ページ目の③職場力の強化のところでございます。成果指標といたしまして、年間の時間

外勤務時間数の平準化された職場の割合というところに着目をさせていただきました。こちら

は、個人の主観を問う指標を避けて、より具体的な指標を出したというところであります。 

 これは、庁内にございます係ごとの時間外数の最大と最少の方の乖離といったところに着目

をいたしまして、その乖離がより少ないといったところに職場内の協力体制が構築されるとい

ったところと時間外がより平準化されるということを認識をしていると。つまり、一部の職員

に負荷がかかることなく、チームで協力をして業務が遂行されているといったところの認識を

持っているところでございます。 

 目標値の設定の理由でございます。平成30年度のところでは44.9％、それで目標値といたし

ましては50％ということでございます。これは、働き方改革でありますとか、管理職のマネジ

メント、意識の変化、そういった兆しを考慮いたしまして、大体この30年度から令和６年度ま

で、年１ポイントずつの増加を見込んで設定をさせていただいたところでございます。そうい

った職員一人一人が意欲・能力を最大限に発揮をできる職場環境の形成といったところを大き

な目標にしてございまして、それぞれの管理監督者のマネジメントといったところの向上を図
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りまして、ワーク・ライフ・バランスを推進していくということでございます。 

 取組事項は３点ございますが、まず１つ目、職員がかかわり合い、創意工夫を尊重する組織

づくりということでございます。こちらは、業務改善改革運動推進といったことで、人材育成

通信というものを庁内でつくってございます。そちらを通じて組織内のコミュニケーションの

機会をつくっていくといったことでございます。 

 すみません、３点目の職場のマネジメント力の向上でございます。これは、ＯＪＴ支援、そ

れぞれ先輩が後輩を教えていく、そういうところに新任職員を職場全体で育成をしていくんだ

といったところに視点を置いて取り組んでまいります。あと、業務基準書というのをつくりま

して、引継書的なところ、マニュアル的なところも含めてのものでございますが、業務の引き

継ぎの効率化と、これによりまして事務ミスを防ぐ、そういったところを主眼に置いてござい

ます。あと、管理職、係長職へのマネジメントに関する研修を実施していくというところでご

ざいます。 

 職員の安全衛生につきまして、引き続き人事課長からご説明いたします。 

○佐藤人事課長 職員の安全衛生につきましては、下から２つ目の四角になりますけれども、

健康診断、各種健康相談等の実施により職員の健康を管理して、安全衛生委員会との連動を図

りまして、職場の安全を確保していきたい、そのように考えているところです。 

○井上人材育成推進担当課長 引き続きいてよろしいですか。 

 では、④、４ページ目をお開きをください。 

 ④人材の育成でございます。こちらの指標でございますが、全職員に占める人事評価結果が

標準以上の職員の割合でございます。こちらは、平成28年４月１日を施行日とする改正地方公

務員法によりまして、人事評価制度が導入をされまして、職員みずから業務の遂行に当たり発

揮した能力、上げた業績、両面から勤務成績、評価が客観的に示されるということでございま

すので、標準以上の評価を得た職員の割合をもって、職員力の向上というような指標としてご

ざいます。 

 目標値の設定でございます。平成25年度では試行段階でございましたが、28年度の全職員対

象の本格導入がされております。そこで、平成30年度は97.5％でございました。本来全ての職

員が標準以上といったことが望まれるべきものでございますけれども、目標値といたしまして

は、現実的なところを捉えまして、0.5ポイント上げていく98％としてございます。 

 この中で、常に改革意識といったことを持って主体的に行動する職員といったところ、それ

と、研修でありますとか人事交流を通して育成を図っていくと。あと、ベテラン層の職員がお

りますけれども、その能力を活用する制度、マネジメント手法を検討してまいります。 

 取組事項といたしましては、職員研修と人事評価事務のそれぞれございますが、研修では、

これまでやってきたものに引き続きまして、自己啓発の研修、職場外研修ということでは、東

京都でありますとか民間企業、そういったところに派遣をするといったことで、政策形成能力

の向上を図ってまいりたいと考えております。 

 人事評価事務でございますけれども、ただいまご説明申し上げましたとおり、職務の遂行に

当たりまして発揮した能力、業績を把握いたしまして、それを任用、給与、分限その他の人事

管理の基礎として活用していく、そういう取組でございます。 

 ４番までは以上でございます。 

○佐藤人事課長 ５番の優秀な人材の確保でございますけれども、成果指標といたしましては、

土木職、建築職の職員採用試験の受験倍率というのを設定したいと考えてございます。通年

6.3倍ということで、ここが最低値ということで、これよりの上昇を目指してまいりたいとい

うふうに考えてございます。優秀な人材を確保するために、職員採用の試験の方法の検証等を



－7－ 

行ってまいりたいと考えております。 

 また、他の自治体とは異なる本市の特性や職場の魅力を最大限に発信し、優秀な人材確保へ

の取組を進めたいと考えてございます。 

 取組事項といたしましては、採用試験のところでございますので、公務適性とストレス耐性

を備え、職員採用後みずから成長する資質を備えた人材を採用したいというふうに考えており

ます。 

○渡貫行政経営課長 一旦ちょっと説明が長くなるので、人のところまでで一旦とめさせてい

ただきまして、これまでの目標値であったり指標であったり取組事項について、ご質問、ご意

見等がありましたら、ご質問ご意見をいただきたいと思います。 

○金井会長 では、一旦ここで区切るということで、いかがでしょうか。 

○佐藤委員 この最後のところの土木職の倍率6.3倍ってすごい高い気がします。ほかのとこ

ろでは技術職がなかなか来なくて困っていて、いつも随時募集していますみたいな雰囲気なん

ですけれども、これ立川市の特徴なんですか。 

○佐藤人事課長 おかげさまで、多分駅前のイメージというのもあるんだとは思うんですけれ

ども、ご応募いただいている方が多少いらっしゃるというような状況ですが、ただ、やはり東

京都ですとか、そういったところの合格が出ますと、そちらのほうに流れていってしまうとい

うような現状がございまして、立川市のところにぜひというところにつながっていくかという

と、そこには少し課題があるのかなという。 

○佐藤委員 合格させても優秀な人は東京都へ流れてしまうという。最後に優秀な人を人材確

保しているのかということになる、この指標でいいのかなという。 

 あとすみません、２ページのところに出てきた会計年度任用職員を導入しますというんです

が、もともとこれは嘱託職員や臨時職員の人たちですよね。なので、別に導入したというより

は、もともとアルバイトというか嘱託とかでいた方々を単に会計年度職員に切りかえるという

だけですよね。この場合、このコンテクストだと。 

○渡貫行政経営課長 ちょっと書きぶりがそういう形になっているんですけれども、基本的に

は窓口業務につきましては正規職員で担ってございます。一部嘱託職員になってもございます

ので、そこについては、他市と比較した中では、ちょっと多いような状況がございますので、

そこについてはより適正化というような観点から、正規職員をさらに会計年度任用職員に置き

かえてという意味合いのことで。 

○佐藤委員 じゃこれは正規と嘱託の間の業務入れかえというか、見直しがあるという。業務

フローの見直しがあると思えばいいんですね。今まで窓口は正規だったんですか。 

○渡貫行政経営課長 正規です。 

○佐藤委員 わかりました。 

○金井会長 ほかの件でも構わないんですけれども、何か。 

○笹浪委員 すみません、いわゆる就職氷河期の年代の方をこの前、宝塚市でたしか400倍の

倍率だったと思うんですけれども、そういう年代の方に特化した試験というのは、やる予定と

か考えはあるでしょうか。 

○佐藤人事課長 今のところ予定はないんですけれども、国の方針等に従って、総務省のほう

から要請がもしあるとすれば、やはりそこら辺のところは考えていかなきゃいけないのかなと

いうふうには思っております。あとは、社会的な要請という部分もあるかと思いますので、そ

のあたりも含めて検討していくのかなというふうには考えております。今現時点では特には予

定を。 

○笹浪委員 あの時代というのは、やっぱり採用人数というのは立川市でも少なかったという
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ことでしょうか。 

○佐藤人事課長 そうですね。ちょうど私が入った直後ぐらいがその年代に該当するんですけ

れども、やはり全体の年齢構成の中では少し少ない時代かなというふうに思っております。そ

ういった年齢構成も当然考慮しながら、そこら辺は考えていければなとは思っています。 

○金井会長 どうぞ。 

○川久保委員 川久保です。 

 先ほどの意見に関連してですけれども、ロスジェネだけじゃなくて、中途採用というのはや

っているとか、考えているとか、ありますでしょうか。例えば30代とか、ほかの会社で経験積

んだ人とか。そういったようなことは。 

○佐藤人事課長 中途採用につきましては、例年、私ども採用試験を７月に行いまして、比較

的早い段階で合否を決定して通知を行います。そうしますと、やはり行政運営の変化に応じて

欠員が生じたりすることがままありまして、その部分につきましては経験者ということで限定

して実施をさせていただいております。 

○川久保委員 そういう方については、試験、普通の筆記試験とか、そういうのだと難しいの

で、面接とか作文とか、そういったことを重視する試験になっているんですか。 

○佐藤人事課長 今、立川市では、１次試験、いわゆる筆記試験ですね、こちらを、従前です

と公務員になるために予備校に行って勉強しないと通らないというような時代がございまして、

そういうのはやはり余り好ましくないだろうということで、一般の方をでも普通に、レベル的

にいうと都立高校の受験ぐらいのレベルの試験で、その後の面接、そういったもので人物重視

の採用をしようということで、経験者採用も含めて１次試験はそのような設定をさせていただ

いております。 

○川久保委員 すみません、それで採用された方というのは結構いらっしゃるんでしょうか。

それとも数人とか。 

○佐藤人事課長 そうですね、この形式になって三、四年たちますので、比較的、ちょっとご

めんなさい、数までは私、今手元に持ってきていなんですけれども、20人ぐらいはその方式で

恐らく採用になっているかと思います。職員が、いい人材がとれたかどうかというのは、ちょ

っと半年とか１年の単位ではわからないので、今後も追跡調査をしていこうかなというふうに

は思っております。 

○川久保委員 ありがとうございました。 

○金井会長 どうぞ。 

○砺波委員 砺波です。 

 ４ページの人材の育成で、全職員に占める人事評価結果が標準以上の職員数が97.5％とあり

ますけれども、これ、私はサラリーマンでしたので、民間企業ですと、その人事評価というの

は、私の例でいうとＳランクがあってＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄとランクがあったんですけれども、ある

程度割合はあって、その表には話をしたかわかりませんけれども、大体Ｓランク、Ａランク、

Ｂランク、Ｃランク、いろいろとある程度割合は言われているんですよ。これは、標準以上が

97.5％あるということは、標準がもしかしたら民間企業のＢランクぐらいであって、標準の上

に最標準というか、すばらしい標準があるとか、どうなふうな評価のクラス分けされるのかよ

くわかりませんけれども、これはちょっとそこを教えてほしいのと、こんなに97.5％も標準以

上があるということは、もう全員皆さんほとんどいいのであって、なら別にこんなことを指標

にしなくてもいいような気もするんですけれども。 

 だから、その辺のどんな表に人事評価というのはランクされるのか。標準というものが出て

きましたので、そこをちょっと教えてください。 
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○井上人材育成推進担当課長 井上のほうからお答え申し上げます。 

 人事評価は、まず５段階でやってございます。最上の評価がＳ、その下がＡでございます。

標準がＢと。その下にＣ、一番最低がＤという形でございます。ですので、標準以上というこ

とでございますので、Ｂ以上、Ｓ、Ａ、Ｂ、この３つの評価の職員の数ということでございま

す。 

 当然、標準ということでございますので、公務員として必要であるべき能力を備えた、これ

は全体評価でございますので、掲げられた課題が達成できるということのほかに、能力評価と

いったところ、あとコンプライアンスがしっかりと守れているかや組織をしっかりと回すこと

ができるのかとか、そういったところの評価を入れておりますので、そういったところが標準

以上と、全体的な評価として標準以上というふうにされる職員が、30年度の段階では97.5％と

いうことでございます。 

 Ｃ評価以下の職員は、2.5％なりおりますけれども、本来であれば100％というところを目指

すべきなのでしょうが、なかなか難しいなというところがございます。ただ、今、委員のほう

から指標のことについてのお尋ねがございました。その人材育成の中で、職員力を高めていく

という、それを指標と考えたときに、以前は、市民満足調査の中で、職員がよくやっていると

感じている割合というような非常に抽象的、主観が入ってしまうような、そういった評価でご

ざいましたが、これは法律に基づいて導入をされた人事評価制度の中で評価をしていく場合に

は、客観的な形があらわれるのかなというのがまず１点でございます。 

 その中で、Ｂ以上の標準以上、公務員としての資質を備えた職員という形で見たときに、こ

の数字があらわれてくるといったものでございますので、今回の後期の計画のところにつきま

しては、人事評価の制度にのっとった形の指標を採用させていただいたというものでございま

す。 

 以上でございます。 

○金井会長 いかがですか、今のご説明。 

○三浦委員 よろしいです。 

 中心の議論とちょっと軸がずれるかもしれないので恐縮なんですけれども、いい人材とか優

秀な人材というのは、こういう計画は全て数値化していくということが基本だと思うので、な

じまないのかもしれないですけれども、市民というか住民としては、願望も含めて言うと、や

っぱり市の職員の方は立川市を愛していただきたいし、もっとわかりやすく言うと、私が住む

のは富士見町なんですけれども、宮本さんと同じ富士見町なんですけれども、その近辺には、

やっぱり市役所のＯＢの方がたくさんいらっしゃるんですね。やっぱり地域のためにというこ

とが、それは全てではないんですけれども、何かこういう計画を立てるときに、さらっといい

人材ということのほかに、何でしょうね、昨今言われているのは何か事が起こったときに、じ

ゃすみません、ちょっと語弊のある言い方ですけれども、いざとなったときに、今職員の方が

どれくらい瞬時に集まれるようなところにお住まいになっているのか、ちょっとわかりません

けれども、それは一つの例なんですけれども、そんなことも何か指標とは違う、この立川の市

を維持、あるいは成長していくための気持ちというか気概というか、何かそんなことが盛り込

めるとすばらしいなという気がします。 

 それで、なぜこんなことを申し上げるかというと、やはり皆さんいろいろ研修とかされてい

ると思うんですけれども、例えばサービスセンターだったり、本庁の窓口だったりというとこ

ろを訪ねていろいろ相談すると、やはりこれ個人差があるのはいたし方ないですよね。でもや

っぱり何かもうちょっと、対人サービスということを考えたときに、そういうコミュニケーシ

ョンスキルという言い方はちょっと味気ないものになってしまうんですけれども、何かその辺
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を加味していただくと、これだけ、標準以上の評価というのが実になっていくかなという、そ

んな気がしますので。 

 ですから、これ冒頭申し上げたとおり、ないものねだりなんですけれども、そういう軸を大

事にしていただけるとありがたいなという気がします。 

○金井会長 ありがとうございます。 

 今の点、いかがですか。 

○井上人材育成推進担当課長 委員おっしゃっていただいたように、まさに人間力というんで

しょうか、そういったところが高い職員というのは、本来でいうスキルの高い職員と言えるの

かなというふうに思います。 

 それを、今、委員おっしゃったように、なかなか数値化するというのが難しいんですが、よ

り、委員の言葉をかりれば、接遇力というんでしょうか、そういったものを上げるために、実

際に外から講師を呼んできてやるという話ではなくて、もうそもそも先輩職員が後輩を育てる

という意味合いを込めて、接遇のプロジェクトチームみたいなものを立ち上げておりまして、

それが後輩を指導し、接遇のマニュアルというんでしょうか、そういったものをつくって、

日々、つくったら終わりではなくて、指導しながら、あるいは接遇の動画をつくったり、そう

いったところの気運は高まっているところでございます。 

 市長の公約にもございますとおり、接遇力をしっかり上げるんだと、やはり立川を愛してや

まないような職員をふやすんだというような、そういったこともエッセンスとして、計画のほ

うには入れているつもりではございます。なかなか、すみません、数値化というのが難しいの

で、これをどうあらわしていくかというのが今後の課題というふうに認識はしてございます。 

 以上でございます。 

○金井会長 ちなみに、立川市の職員は市内に住んでいる率というのは何％なんですか。 

○佐藤人事課長 30％をもう既に切っておりまして、最新ですと31年４月１日現在で28.7％で

す。 

○金井会長 恐らく三浦委員さんが指摘されたのは、災害になったときに立川市の職員は３人

に１人くらいしか来ないだろうと、そういうことですよね。 

○佐藤人事課長 ただ、立川市、それほど大きな市域を持ってございませんので、隣り合って

いる市を含めると７割ぐらいの在住率ございますので、災害のときにその28.7％よりは多くが

集まれるかなというふうには思っております。 

○金井会長 ただ、なかなか大変だということですよね。そこは数値化されいているわけです

よね。ただ住めというふうに言えるかどうかはともかくとして。指標というのは、目標を立て

てなるべくみんなで近くに住みましょうというふうにするかどうかです。 

 市内はともかくとして、市プラス隣という発想もあります。隣とは、どこに住んでいるんで

すか。 

○佐藤人事課長 隣接地している市で申し上げれば、例えば東大和市、日野市、国立市とか、

そういったところを集めると７割となってございます。 

○金井委員 自宅からから歩いてこられる距離ということで。 

○佐藤会長 １時間ぐらいで来れるかなというふうに考えています。 

○金井会長 そういう指標は目標にはしていないということです。 

○伊藤委員 よろしいですか。実際に台風19号がありましたよね。全市的に避難所を設置され

ました。そのときの職員参集状況は、これはすごくスムーズだったんですか。 

○井上人材育成推進担当課長 避難所を設置をさせていただきまして、人事課長と私で、その

避難所に割り当てられた職員の招集をかけてございます。残念ではございますが、なかなか
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100％集まったということではございません。そうはいっても、開設をしますと、防災課のほ

うが号令をかけたときに、ほぼほぼ開設はできたのかなというふうに思いますが、全ての職員

が、割り当てられた職員が集まることができたのかといったところについては、具体的な数値

はすみません、持ってはおりませんけれども、100％の集まりはなかったといったところでご

ざいます。 

○佐藤人事課長 今回につきましては、自宅で待機する範囲だとか、参集せよという指示を出

した時間帯ですとか、そういったものも少し課題があったかなというふうにこちらとしては考

えてございますので、こういう数十年に一度みたいな台風が毎年来るかもしれないという状況

ですので、今回の結果を検証して、今後どういう対応をとっていくかというのは、課題かなと

いうふうには思っております。 

○伊藤委員 私も全部回ったわけじゃないんですけれども、錦町を３カ所回ったんですけれど

も、かなりの職員がおいでになっていた、そんな感じしていますけれどもね。 

○金井会長 ちょっとそれも、この計画に上がっていないですけれども、市民の関心が高そう

だということで、ぜひ検討いただきたいと思います。 

 では、朝日さん。 

○朝日委員 今の数字のところなんですけれども、いろいろ定量化の97.5％と98％というとこ

ろで、定量化を何とかしなければならないというご事情はわかるんですけれども、でもやっぱ

り100％の呪縛というか、前年度増にならなければいけない呪縛というのの典型のような気が

します。ここまで来たら、やっぱり少し上げるのってものすごくコストがかかることかと思い

ますし、私ちょっと全職員の中で評価の制度がどうなっているのかというのはわからないんで

すけれども、職場のマネジメント、上司のマネジメントとは関係なく、調子を崩されたりする

割合というのは一定割合必ずあると思うんですね。だから、何かこの100％に向かっていこう

という発想自体がちょっと危険な気もするといいますか、何か一定程度以上であればいいとい

うか。数字にするのであれば、そういう何か質を表すものなのかなというところを思うんです

けれども。 

○井上人材育成推進担当課長 今委員ご指摘のとおり、100％は狙っているということではご

ざいません。やっぱり現実的に、97.5％というのは今現在標準以上をとっている職員の割合で

ございますので、ここから突出した100％というのを出しても非常に現実的ではないですし、

委員ご指摘のとおり、やはり負荷がかかってしまうということもございますので、それは現実

的に、例えば１年間に0.1ポイント上げていく、そのためにはどういう施策を打っていくのか、

どういう研修を実施をしていくのか、そういったところを検証して、98％が妥当であろうとい

うようなところで、決してその100％を目指すということではございません。目標値はあくま

でも98％を狙ってございます。 

○朝日委員 わかりました。 

○佐藤委員 そこで疑問ですけれども、職員の定着率ってどれくらいなんですか。つまり、３

年でやめる人ってどれくらいいるんですか。 

○佐藤人事課長 ちょっと今数字を持ち合わせていないんですけれども、ここ数年、若手の職

員で離職するというのはぽつぽつ出てきているというような状況はありますが、おおむね、そ

んなに高い数字ではない、立川市の場合はないです。数名程度という。 

○佐藤委員 だから、優秀な人材というときに、これからは企画力があるかどうかというのと、

専門性、そういう人当たりがいいかどうかじゃなくて、申しわけないんですが、人当たりは会

計年度職員がやるわけですから。そのあたりの専門職の育成とかというのはどういうふうに考

えますか。ＰＦＩやろうと思ったら、それなりの知識が必要となりますが。 
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○佐藤人事課長 おっしゃるとおりで、恐らくこれからは市民と市民とコーディネートしてい

く能力ですとか、企画立案していく能力ですとか、あとＩＴ化が相当進むでしょうから、そう

いった専門能力ですとか、そういったものは必要になってくるかなというふうに思っておるん

ですけれども、まだちょっと全体の議論の中で、そういう方針でというところまでは議論が煮

詰まっていない。私の中では構想程度というような状況でございます。 

○金井会長 ほかにはいかがでしょうか。 

 宮本さん。 

○宮本委員 先ほど来お話にあったんですけれども、４ページの④の人材の育成のところなん

ですけれども、私の会社でも、偶然かどうかわかりませんが、一般的なのかもしれません、Ｓ、

Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄという、我が社も大体たしかこれぐらいだったと思います。それは、実際には

ＣとかＤをつけるというのは劣っているということで、その人の行動、要はバッテンな人とい

う、将来的に非常に厳しい状況にある、なかなかＣとかＤってつけにくいところがあって、Ｂ

が非常に多くなっちゃうんですね。つまり、97.5％を98％にするということは、2.5を２にす

るということですよね。ちょっとわけありの職員さんは、具体的にはちょっといろんな家庭の

事情とか体調とかあって休みがちだとか、失敗をやらかしちゃたとか、そういう人がＣ、Ｄで

あって、そういう人をそうでないようにする。そうしないと、この2.5％が２％にならないん

ですね。 

 しかしながら、取組でやりますというのは、自己啓発であったり政策形成能力の向上とか、

いわばプラスの部分を伸ばしていきますというもので、これがＳとかＡをつくりますというん

だったら、この取組事項でいいんじゃないかなと思うんですが、ＣとかＤを引き上げますとい

うんだったら、この取組事項ではちょっと違うんじゃないかなという、率直な感想でございま

す。その辺のところも含みおいてご検討いただきたいなと思った次第です。 

○金井会長 いかがですか。これはＳをつくる取組であって、Ｃ、Ｄの人を引き上げる取組で

はないのではないかというご指摘ですね。 

○井上人材育成推進担当課長 委員ご指摘のとおり、ＣあるいはＤの評価のついた職員を引き

上げると、それは日ごろ、ここには特段あらわしてはございませんけれども、実際、私どもの

現在取り組んでいるところがございます。そこのところを具体的にそういう職員を引き上げる

というふうに、ここに表示をするというのはできるんですけれども、伴走支援というんでしょ

うか。変な言い方ですが、一定レベルまで達していない職員を達させるためには、どういう研

修を打つのか、あるいは職場でどういう対応をするのか、そういったところはケース・バイ・

ケースで我々人事サイドが伴走支援をしているというような状況がございます。 

 そこのところを、ここにどううたっていくのかというところも悩ましいところでございまし

た。委員ご指摘のところは重々承知はしてございます。書きぶりはまたちょっと検討してまい

りたいというふうに考えてございます。 

 以上でございます。 

○金井会長 ほかにはいかがでしょうか。 

 では、川口さん。 

○川口委員 職場力の強化というところで、ここはどちらかというと勤務時間の縮減とか、管

理というところのお話ということになると思うんですけれども、一番下に書いてありますが、

各課に委ねられているような箇所も業務基準書みたいなのをおつくりになっているということ

なんですけれども、当然これが業務の引き継ぎや効率化や定型化ということにつながっていく

んだと思うんですけれども、一方、現状求められているものとか、市民の方の満足度というこ

とを考えたときに、一旦基準化した業務の基準書というのものが、常に更新されていったり、
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求められているものに対応していくという仕組みが必要になるんじゃないかなと思うんですけ

れども、こういった標準化というのは、もう各課各課に委ねられてしまっているものなのか、

ある程度もう少し方向性というのを共有されているものがというのをちょっとお聞きしたいん

ですけれども。 

○井上人材育成推進担当課長 業務基準書のお話でございます。ことし、平成31年度の末に全

庁的に業務基準書の完了ということを見据えて、今全庁的に取り組んでいるところでございま

す。これは、委員ご指摘のとおり、当然市民のニーズに合わせて業務の内容もどんどん変わっ

ていきますので、そこでつくったから終わりということでは当然ございません。令和２年度以

降、適宜その業務に応じて内容を変えていく、更新というのが一番重要になってまいりますの

で、そういったところから業務のスキルを上げていくだとか、全庁的に職員がどこのポジショ

ンに行ってもしっかりと業務に取り組めるように、そういったことを念頭に置きながら取り組

んでいるところでございます。 

 最初は、標準化ということで取り組んではおりますが、当然、標準以上のところも求められ

てくるところではございますが、その職場に委ねているというのは、そこは管理職のマネジメ

ントも含めまして、どこのレベルまで持っていくのか、そこも含めて基準書は更新をしていく

といったことを考えてございます。 

 以上でございます。 

○金井会長 ほかはいかがでしょうか。 

○宮本委員 では、すみません、２ページでご説明いただいた①番の効果的な組織の編成につ

いてなんですが、そこ、私が理解がついていけないと、わかっていないのは私だけかもしれな

いんですが、基本事業と組織が連動している事業数ということで、１つの基本事業に対して１

つの組織が対応している事業数を半分にすると。そうすると、残りの半分は連動していないみ

たい。施策に複数の組織が関連するというのは、これはよくわかるんですが、基本事業で主管

している課長さんっているんだろうと私は思っていたんですが、それがいないという話になっ

て、それはないんだろうなと思っているけれども、これは連動していないというのはどういう

状況になっているものでしょうか。 

○渡貫行政経営課長 この指標のはかり方なんですけれども、１つの基本事業に１つの組織だ

けで完結しているもの、あとは１つの基本事業に複数の課がまたがっている、そういったもの

については、今回連動していないというような扱いで考えています。１対１対応以外は連動し

ていないというふうな認識で数値をとったものでございます。ですから、必ずしもその課がや

っていないというわけじゃなくて、そこの基本事業に複数の課がまたがっていることによって、

効率化が図れていないというような認識での数値のとり方ということでございます。 

○宮本委員 重ねて、複数の課でまたがって取り組むことによって施策が前に進む効果という

のもあるかと思うんですね。必ずしも１事業１組織で対応しているからいいとは言えないんじ

ゃないのかなと思ったんですが、前回の答申の中でそういうことを当然していくべきというお

話が出ているというところなんですよね。ちょっと私だけがわかっていないのかもしれません

が、なぜこれが１つの基本事業に対して１つの組織が対応する事業数がふえるという構造にな

るんでしょうか。 

○渡貫行政経営課長 これは施策の単位の大きさにもよるんですね。いわゆる立川市の場合は

37施策ございます。施策の単位ごとに組織がある場合については、その組織で同じ方向性にベ

クトルが向かうというような中で効率的に事業を行えるだろうというようなことがあります。

立川の場合は、組織としては66課ございますので、66の仕事があってしかるべきなんですけれ

ども、それが、いろいろ重なり合ったり、重複したりというような、当然仕事なので連携して
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やることはそうなんですけれども、施策の切り方が今37本という中では、連携してやるところ

もあります。しかし、なるべく、施策の下の基本事業レベルぐらいは組織に合わせていったほ

うが、より効率的に行われるんではないかというような考え方に基づいてございます。 

○宮本委員 効率的にと効果的な組織の編成、効率的にするためなんですね。わかりました。

ありがとうございます。 

○砺波委員 すみません、この基本事業というのは、以前お伺いしたときに、立川市には800

か900ぐらいの基本事業があるように聞いたと思うんですけれども、それは事務事業でしたで

しょうか。 

○渡貫行政経営課長 それは、基本事業の下にさらに事務事業が、そちらが890幾つ。 

○砺波委員 そうですね。基本事業としてはこの102とか107という数字。 

○渡貫行政経営課長 前期の基本計画は102の基本事業。 

○砺波委員 だから、基礎的な事業から見た場合には、その890なんですけれども、その割合

でいった場合には、やっぱりこの比率ぐらいで大体半分ぐらいになるんですか。 

○渡貫行政経営課長 事務事業の割合ということですね。 

○砺波委員 だから同じ割合ですね。 

○金井会長 いかがでしょうか。ほかにありますか。 

○曽我委員 ４ページの優秀な人材の確保のところで、その上ですね、優秀な人材の確保のた

め、職員採用方法の検証等を行いますということが書いてあるんですけれども、資料１のほう

にも現状の課題とそれから後期基本計画、行財政運営の基本方針の中に、職員採用方法の課題

の洗い出しと検証を行いと書いてあって、この課題の洗い出しというのは、現在の、現状のと

ころにあります公務員試験対策用の試験方法と従来型の試験方法の２方式の導入、これに何か

課題があるという認識で書かれているのかどうか。その辺のところをご説明いただきたいと思

います。 

○佐藤人事課長 ここは、職員採用方法というふうに一口に書いてございますが、筆記試験と

かあと面接試験、それから少しいろいろな動きをしてもらって、その動きを見たりとか、いろ

いろ採用試験の、何といいますかね、方法は昔から何度もいろんなものを試してきているとい

うのがございますので、今現時点で行っている採用試験の方法がベストかどうかというのとい

うのは、かなりやっぱり判断が難しいということでございますので、その年その年でベストだ

ろうと思って、仮定で実施をしてまいったところですけれども、やはり課題がある職員が入っ

てきたりだとか、いろいろなようなことがあると、そこを見直さなきゃいけないとかというよ

うなことは、ずっと不断の取組をしてきておりますので、そういった意味合いで、課題の洗い

出しというような表現をさせていただいております。 

○曽我委員 わかりました。 

○金井会長 ほかには、人の関係ではよろしいでしょうか。 

 私自身も少し気になるんですけれども、職場におけるパワハラとか、ハラスメント関係が全

然触れられていないんですけれども、そういうのはやらなくていいんですか。東須磨小カレー

事件とか、消防署ぐるぐる巻き事件とか、公務部門でも相当悲惨な事件がようやく表面化する

ようになってきています。表面化したのは氷山の一角なので、多かれ少なかれどこでもありう

ると考えられますと、立川にもあるかもしれない。そういう対策というのは何か掲げていなく

ていいんですか。 

○佐藤人事課長 そうですね、ハラスメントについては、お恥ずかしい話なんですが、過去に

ハラスメントとして認定された例は立川市でもございます。ただ、今おっしゃっていただいた

ように、深刻なものではございませんで、軽微なものというふうに私どもでは捉えてはおるん



－15－ 

ですけれども、ただ、それが表面化しているものなのかどうなのか、そうしたものを含めて、

取組自体はしていないことは当然ございませんが、この計画の中の指標に、職員の安全衛生と

いうところに、３ページ目のですね、下から２行目の取組事項に並んでおります中に包含され

ているんですけれども、そういった取組を指標化するかどうかにつきましては、ちょっと内部

でも検討させていただきたいとは思っております。 

○金井会長 指標化するしろものではないんですが、取組を掲げてあるのとないのというのは

やっぱりちょっと意味が違う。ただ、安全衛生とは、やっぱりちょっと古臭くて、工場労働時

代のイメージです。もうちょっと現代的ないろいろなトラブル、マタニティーハラスメントと

か、そういうのも含めていろいろあるでしょう。安全衛生というのは何か古臭い、何か20世紀

的なイメージです。もうちょっと何か取り組んでおかないと、立川市は何かセンシビリティー

に欠けていると思われるともったいないので、ちょっとそこが気になったところです。 

○佐藤人事課長 ありがとうございます。 

○金井会長 ほかの方はよろしいですか。 

 では、とりあえず人のところはこれまでにして、時間の関係もございますので、残りの話で

す。モノと金を一緒にやるんですか。 

○渡貫行政経営課長 一緒でお願いします。それでは、５ページ目をお開きください。 

 （２）の公共施設や都市インフラ等の効果的な保全・更新及び有効活用のところでございま

す。 

 指標といたしましては、公共施設再編個別計画に基づく施設整備計画の策定数としてござい

まして、目標値は７計画というふうにしてございます。 

 少し説明を補足させていただきますと、本市では、平成30年度に公共施設再編個別計画とい

うのを策定いたしまして、内容といたしましては、市内の公共施設の床面積を40年間で20％削

減していくというような内容で、具体的には中学校区の圏域ごとに再編を進めていくという形

をとってございます。 

 この５年間を、中学校区９圏域ございまして、３圏域の再編案を今回計画で示しているんで

すけれども、中心に検討していくこととしてございまして、それをもとに具体的な施設整備計

画をつくっていくというふうにしてございます。そのほかに、全市施設と言われる市内に１つ

ないし２つある体育館とか、そういった施設を全市施設と言っていますが、今回は、対象が４

つの全市施設、いわゆる武道場の練成館、ドリーム学園という障害児の保育施設、健康会館、

歴史民俗資料館の４つの全施設がございまして、先ほどの中学校区の３圏域と４つの全施設の

合わせて７つの施設整備計画をこの５年間で策定しているということを目標値としてございま

す。 

 具体的な取組事項でございます。大きな下の取組事項のほうでございます。まず、公共施設

の適切な維持保全でございますが、こちらにつきましては、公共施設の維持管理業務の効率化

のため、包括管理委託など新たな管理手法の検討を行いますということで、あと、公共施設の

劣化状況を定期的に更新し、適切な維持保全を行いますとしてございます。劣化状況につきま

しては、現在保全計画というのを持ってございますが、この計画を更新することも含めて、そ

れを、劣化状況を適切に把握していくということを取組事項として載せています。 

 ２つ目の取組事項といたしましては、持続可能な公共施設の展開でございます。こちらは、

手法に基づく公共施設の再編個別計画の内容なんですが、公共施設の機能を将来世代に引き継

ぐ観点から、更新コストを縮減しながら公共施設の再編を進めていきます。この５年間におき

ましては、先ほど補足いたしました二中圏域、三中圏域、五中圏域、あとは４つの全市施設の

施設整備計画の策定を行っていきます。また、２つ目といたしまして、施設整備計画を策定し



－16－ 

た圏域から順次公共施設の再編を実施していくこととしてございます。また、これとは別に、

今回若葉町地域というようなところがございます。そこにつきましては、新清掃工場が今建設

してございますが、現清掃工場の跡地ができること、また、この地域には小学校を統合して小

学校跡地ができるというようなことがございますので、そういった跡地が出てくるところから、

まちづくりの視点から、ここは九中圏域というふうに言っているんですけれども、その施設の

再編、検討を進めるということも取組事項としてございます。 

 また、３つ目は、都市インフラの長寿命化でございまして、道路や立川駅北口・南口デッキ、

橋梁、公園、下水道施設などの市民の生活を支える都市インフラについては、施設の点検・診

断・措置を記録・蓄積するメンテナンスサイクルによって、施設の機能に支障が生じる前に措

置を行う予防保全型維持管理を行い、施設の長寿命化並びに修繕・更新に係る費用の平準化、

ライフサイクルコストの縮減を行っていくこととしてございます。 

 次ページにまいります。 

 次ページの参考といたしまして、インフラ系の長寿命化計画として、道路の修繕、橋梁の長

寿命化、デッキの長寿命化、公園の長寿命化の計画、下水道管路の長寿命化計画、住宅長寿命

化計画、それらを載せてございまして、これらに基づいて平準化を行って、長寿命化を行って

きてございます。 

 ２つ目の公有財産の有効活用でございます。こちらにつきましては、成果指標を公有財産の

利活用による効果といたしまして、6.6億円とさせていただいてございます。こちらの目標値

につきましては、前期の５年間の中の未利用地の売却であったり、資産の貸付であったり、あ

と維持管理コストの節減を勘案した中で定めた金額でございます。 

 あと、ＰＰＰ事業の導入可能性の検討数というところが７施設ございます。こちらにつきま

しては、先ほどの再編を行っていく４つの全市施設につきましては、まず更新を行う場合につ

いてはＰＰＰの可能性を検討していくこと、あとは３つの中学校区域でもコアとなる小学校な

り学校なりの核となる施設の場合については、ＰＰＰを検討していくということで７施設を目

標として掲げてございます。 

 取組事項といたしましては、下から３つ目のところですが、公共施設跡地活用事業といたし

まして、公共施設の再編に伴い余剰となる施設や土地等について、民間提案制度を取り入れた

活用方法について検討を進めること。また、公有財産の有効活用事業といたしまして、ＰＰＰ

優先方針を策定し、施設更新時にはＰＰＰ手法の導入を検討し、民間ノウハウの活用を促進し

ますというふうな考えをとってございます。 

 引き続き、３の健全な財政運営（おかね）でございます。 

 こちらにつきましては、財政課長より説明をいたします。 

○齋藤財政課長 財政課長でございます。 

 ７ページ以降の①、②、③のほうが行政経営課のほうに返して、④の部分は私のほうからご

説明させていただきます。 

 健全な財政運営ということで整理させていただいておるところですが、ちょっと個別の説明

のほうをさせていただく前に、全体の構成といたしましては、現行政経営計画の中でも、財政

課におきましては、各決算等で得られる財政指標について目安、目標のほうを持っておるとこ

ろでございます。基本的に、後期基本計画におきましても、現行政経営計画の中で主要な財政

指標として捉えているものにつきましては、引き続き、この中に位置づけて管理のほうをして

いきたいというふうに考えてございます。その上で、全体の整理といたしましては、今回、

人・モノ、おかねというような項目で整理させていただいておりますので、そこの中に位置づ

けさせていただいておるところでございます。 
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 それでは、７ページからのご説明になりますが、まず①番の基金の適正管理の部分でござい

ます。上段の指標につきましては、こちら財政調整基金と公共施設整備基金のそれぞれの残高

のほうを今後も引き続き注視してまいりたいというところでございます。今までの現計画の振

り返りの中でも、一定のこういったストックの部分ですね、目標のほうを達成させていただい

てきたというようなところございますが、目標額については、財政調整基金につきましては標

準財政規模の20％以上、20％を下限としてそれ以上の金額を常に確保していきたいというよう

な内容。 

 また、公共施設整備基金でございますが、現状30年決算額で112億円の金額がございます。

こちら、またこの後ご質問等をお受けするような形になろうかとは思うんですが、今、目標額

のところは米印を書かせていただいておるところでございますが、今、前段行政経営課長のほ

うから公共施設の再編計画の取組等ご説明のほうをさせていただいておるところでございます

が、公共施設等の更新状況を踏まえ、必要額につきましては、これを随時ウォッチしながら、

見直しのほうをしていく必要があるというような指標と捉えてございます。 

 取組事項、箱を２つ用意しておりますが、まず、積立基金の活用につきましては、財政収支

を踏まえ、公共施設の適正管理に係る投資的事業の増大に対して公共施設整備基金や市債など

を効果的に活用してまいります。 

 また、経済事情の著しい変動等により財源が著しく不足する場合への対応のほか、災害によ

り生じた経費の財源または災害により生じた減収を埋めるための財源などとして、財政調整基

金を活用してまいります。こちらは法律どおりの形にはなってまいるかと思います。 

 また、取組事項の２つ目として、基金残高の確保といたしましては、効率的、効果的な予算

執行により積立金の財源のほうを確保していきたいという点、また、市の収入の根幹である市

税等収入について、引き続き収入の確保に努めてまいりたいと思ってございます。 

 ８ページへお移りいただきまして、こちらは②市債の活用の適正化というところで、指標と

いたしましては、実質公債費比率、将来負担比率、債務残高、こちらにつきましても現計画と

同様の指標のほうをこちらのほうで置かせていただいておるところでございます。 

 主たる指標としましては、一番上の実質公債費比率のところになってまいるかなというふう

に考えてございますが、現状の2.8％を下回る数字のほうを意識しながら、財政運営に当たっ

てまいりたいと思ってございます。 

 取組事項としての市債の活用の項目、箇条書きさせていただいておりますが、新清掃工場建

設や市民サービスに不可欠な公共施設等の適正管理のための財源を確保します。また、これも

当然のことですけれども、住民負担の世代間の負担の公平性の調整のほか、年度間の財政負担

の平準化のほうを図ってまいりたい。３番目といたしまして、新清掃工場建設のほか、公共施

設再編個別計画に基づく取組により、投資的事業が増大することから、市債の活用が後年度に

過重な負担を強いることとならないためのバランスを確保してまいりたいという内容になって

おります。 

○渡貫行政経営課長 自主財源の確保につきましては、この成果指標といたしましては市税収

入率ということで、現年分として現況値99.5％でございますが、引き続き令和６年度では

99.5％以上を目指していくものでございます。 

 取組事項といたしましては、４つ掲げてございまして、１つ目が、先ほどの成果指標と連動

するところでございますが、市税収納の事務といたしまして、主要財源である市税等の収入を

確保するため、引き続き未納者に対して文書・電話・訪問による督促催告や財産調査、差し押

さえ、徴収緩和等の滞納整理を実施するとともに、市税の還付等の収納管理事務を行ってまい

ります。 
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 ２つ目の取組事項といたしましては、官民連携推進事務ということで、民間提案制度を活用

して、ネーミングライツや広告収入の拡充を図ります。また、引き続きサウンディング型市場

調査を活用して、自主財源の可能性を掘り起こし、税源確保につなげること。 

 また、３つ目の受益者負担の見直しにつきましては、使用料・手数料につきまして、今後の

施設機能の維持や維持管理経費の観点から定期的に見直しを検討すること。 

 ４つ目の取組事項といたしましては、公営競技事業でございますが、こちらにつきましては、

先ほど一般会計からの繰り入れを行っていますが、引き続き競輪事業の安定化と経営基盤の強

化を図って収益を確保し、市財政への寄与をしますというような取組をさせていただきたいと

ころでございます。 

○齋藤財政課長 引き続きまして、10ページで④、お金の部分の予算編成・執行管理にかかわ

る指標につきましては、こちら、財政の硬直度合いのほうをはかる指標になりますが、経常収

支比率のほうを置かせていただいております。直近の決算の91.1％以下の数値のほうを今後確

保していきたいという指標でございます。ちなみに、この硬直度合いにつきましては、ここ決

算３カ年続けて経常収支比率のほうが上昇傾向であるというところがございます。今後も恐ら

く今年度決算も含めてさらに硬直度合いのほうが進んでくるのではないかというような危惧が

ある中で、あえて現状値のほうを確保したいという内容としてございます。 

 取組事項でございます。まず、１つ目の箱が効果的な予算編成ということで、後期基本計画

に基づく施策目的の実現に向け、行政評価を予算編成へ反映してまいります。２つ目のポチが

行政評価と予算編成の連動の中で、市民ニーズへの対応とあわせ、経常経費の圧縮に努め、限

られた財源の有効活用を図ってまいりたいと思ってございます。 

 最後の箱でございます。財政マネジメントの強化として頭出しさせていただいている部分で、

まず１つ目が財政指標など決算から得られる情報について、経年比較や他市比較を含め継続的

に評価し、予算編成に活用するとともに、市民へのわかりやすい公表に努めてまいります。最

後でございます。財政収支見通しを踏まえ、中期的視点を踏まえた予算編成を進めてまいりま

す。こちらは、前回の会議の中でも非常に短いというようなご批判のほうはいただいておりま

すが、５年間の財政収支の見通しのほうをお示しさせていただく中で、財政の傾向のほうをお

示しできておるのかなというふうに思っております。 

 そういった中で、やはり今後歳出圧力の中で財源が不足するのではないか、あるいは経常的

な経費がふえてまいるのではないかといった点は、中期的な見通しの中で予算編成を進めてま

いりたいと思ってございます。 

 説明は以上でございます。 

○金井会長 ありがとうございました。 

 それでは、モノとおかねについて一括してご意見、ご質問いただければと思いますので、ど

こからでも構いません。 

 宮田さん。 

○宮田委員 ちょっとこれは、知らないことなのでお聞きしたいんですけれども、公益競技事

業の競輪事業の安定化と経営基盤の強化を図りというところがあるんですが、現状この立川の

競輪事業というのは、収益が非常に多く出ているのか、それから、今後も出る可能性があるの

かというのをちょっと質問させていただきたいんですけれども。 

○齋藤財政課長 直接所管はしておらないんですけれども、財政の見地のほうでお答えさせて

いただければと思います。現状、収益のほうは上げていただいておりまして、一般会計との関

係で申し上げますと、この現状の行政経営計画の期間においては、毎年度１億円の収益、収益

事業から１億円を一般会計のほうに繰り出していただいているというような現状があります。
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それは、収益のほうを一般会計のほうに貢献していただいている部分でのお話になろうかと思

います。 

 その経営の安定化、収益の確保という観点で申し上げますと、そういった計画につきまして

は所管部署のほうで計画のほうを立てて取り組んでいる中で、収益が上がる体制のほうには、

日々取組のほうを進めていただいておるところがあります。実際公営ギャンブルという大きな

くくりの中では、やはりお客さんが減っているという中で、少し全体的にはパイが縮んでいっ

ておるような状況がある中で、より収益が上がりやすいような、コストはなるべく効率的にコ

ストをかけないで、そういった中で減っていくファンを掘り起こしていくというような、そう

いった取組のほうを地道に続けておる中で、現状、収益のほうが発生するような体質では現状

あるというふうには評価しております。 

○金井会長 どうぞ。 

○宮田委員 何か私が昔、20年、30年近く前の立川では、競輪の事業が非常に盛んであったん

だろうというふうに思っていて、近隣の飲み屋だ何だとかというのがすごくあって、人がすご

くあふれていたということが記憶としてあります。幼少のときですけれども。ただ、現状、競

輪って盛り上がっているのかという部分があって、これをどうやって伸ばしていこうとしてい

るのかという、どの部分が立川市の収益につながってくるのかというのがちょっとわからない

ので、要は、入場券が競輪の場合あるのかわからないんですけれども、それなのか、中で飲食

店が入っていると思うんですけれども、そのロイヤルティーは立川市のほうにも回ってくるの

か。その辺ってどういうところが収益に回るものなんですか。 

○齋藤財政課長 立川市が主催している事業になりますので、主たるところは売り上げがどれ

だけ大きくなるかというところでございます。 

○栗原総合政策部長 やはり、売り上げは車券が一番となりますが、以前と比較して競輪場に

来るお客さんというのは、はっきり申し上げて減っています。ただ、それは投票自体が電話投

票であったり、インターネットという、そういう手段が使われているということであって、昔

は皆さん競輪場に来て、見て、買うというのが、それしかなかったんですが、今は投票がいろ

んな選択肢があるので、それで実際に競輪場に足を運ぶ方が減っているというのは、事実は事

実です。 

○宮田委員 なるほど。最後の質問いいですか。 

 それで、どうやって収益を上げさせようとしていく戦略があるのかというのを最後、お聞き

したいんですけれども。ただ待つだけだと、人気が落ちてきてというか、余り人が来なくてと

いうふうになってくると、どうやって上げようと、安定化をさせるという部分ですけれども、

そこの戦略がお聞きしたいなと思うんですけれども。 

○齋藤財政課長 一つの取組の例として申し上げると、やはりそういったインターネット投票

であるとか、電話投票であるとか、そういったお客さんが車券を買いやすい環境のほうを整え

るというようなところ。あるいは、もう少し射幸心をあおるような、ちょっと私、競輪のこと

詳しくはないんですけれども、競馬なんかでも単勝ではなくて３連単であったりとか、より倍

率が上がるような買い方とかがあるかと思うんですけれども、そういったものを取り入れてい

ったりとか、あるいは、その前段として、もう当然立川競輪場としての取組だけではなくて、

競輪事業という全国の事業全体、団体の中でも工夫して取り組まれているというようなところ

はあろうかと思います。 

 今は、なかなかこれ毎年開催のほうが難しくはなっておりますが、今年度開催する競輪のグ

ランプリとか、そういう大きな有名な大会を誘致してくるとか、当然、大きな大会のほうを開

催できれば、それだけ売り上げが伸びていく等々ありますので、いろいろそういった工夫のほ



－20－ 

うはしておるところかと思います。なかなかやはりお客さん減っている中で、本場で開催する

部分のほうがより利益率が低いようなところがありますので、ほかの他場の車券を売ったり、

あるいはうちのものを売ってもらったりとか、いろいろなるべくコストをかけないような売り

方というのは工夫しておるところかなというふうには思っております。 

 すみません、ちょっとなかなか答えにならないんですけれども。 

○諸井財務部長 ちょっと１点補足をさせていただきます。今、課長が言ったことが大体のい

わゆる今後の収益の強化ということでは、全般的に言っておるんですが、最近では、ナイター

競輪というのが結構注目されているんですよ。立川には競輪場ありますけれども、立川の場合

にはナイター競輪は行いません。ただ、立川が主催という形で、群馬県の前橋競輪場、そこへ

立川主催のナイター競輪なんかもやっているんですね。たしか、ちょっと詳しい時間帯は忘れ

ましたけれども、夕方ぐらいから始まって夜間にかけてそのレースを行うわけです。だから、

そうすると、一般的に皆さん仕事が終わってから自分のくつろぐ時間の中でいろいろと最近は

媒体がありますので、パソコンやらスマホやらで観戦しながら投票できると。そういうふうな

ことの工夫もやっているところで、その辺のところは割と収益が伸びているというようなこと

を聞いています。 

 ただ、それについても、いろんなところが目につき始めたんです。ですから、同じ競輪の中

でも、複数やっていると食い合いになってしまうというふうなこともあるので、今後どういう

ふうにそういったものも含めて展開していくかと、そんなことも１点ございます。 

○宮田委員 最後に意見なんですけれども、私自身は競輪やらなくて全然わからないんですけ

れども、ただ競馬は好きで、競馬のことはよく知っているんですよ。多分、競馬はギャンブル

とはまた別で好きだという人が非常に多いと思うんですね。競馬でいろいろやっていると、そ

ういえば立川って競輪場あるなと思ったんですけれども、立川の競輪場でまだ生きているのか

なというぐらいな感覚だったんですね。この間調べたら、立川競輪というのは、やっぱり長年

のブランドがあるようで、認知度はあるようなんですよ。じゃ、これをどうやって伸ばしてい

くかというところで、今部長さんおっしゃったとおり、ナイターだったりとかというのをやっ

ているようでして、いかにどう人を呼ぶかというところだと思うんですよ。 

 結局この競輪とか競馬って、余りお金使わなくても遊べるという部分もあったり、ただ、語

らいで飲みたいという人もいたりとかするので、何か競馬の場合はＪＲＡじゃなくて地方競馬、

大井競馬とか川崎とか、あの辺はやっぱり20時過ぎまでやっていたりとかしている部分がある

ので、何かああいう部分を参考にされてみると、結構その辺の一人でやっている人とかは呼び

込めるんじゃないのかなと。結局、あの辺に住んでいる人たちは娯楽がなかったりとか、意外

に何もない部分があるので、そういう部分で今後の収益を見込めるんじゃないか。 

 そうすると、何かオリジナルの立川のブランドを使って、あそこの中の飲食店というのも結

構古いお店とかいっぱいありますよね。何かそういうのを使ってやると、少し盛り上げにもな

るんじゃないのかなというふうに思います。意見です。 

○金井会長 ほかにはいかがでしょうか。 

 砺波さん。 

○砺波委員 では、競輪つながりで思うんですけれども、立川に競輪があって、結構広い面積

を占めていて、結構広大な敷地ありまますよね。競輪自身は１カ月に10日ぐらいしかないんだ

っけ。あと残りは何もないわけですよね。せっかくそういう土地があって、競輪に使うのは、

それはいいんですけれども、何か無駄というか、もったいなく思っているんですよ。それは残

っている競輪をやっていない時間帯、そういうので新たに何か違うイベントをはかって何かす

るということができそうに思うんですね。そこで収益を図るということはあり得ると思うんで
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すけれども、そこが、だからそんな活用がされていると思うんですけれども、やっぱり競輪場

というのがある条件があって、何かしらまず整備しなきゃ使えないかもしれませんけれども、

ただ、それなので、もっと何か競輪場で競輪だけじゃなくて、それ以外で使うということは何

か考えられるんですか。それがわかれば。競輪場は競輪場として使う。 

○諸井財務部長 では、よろしいでしょうか。余り的を射た説明にならないかもしれないんで

すが、今委員がおっしゃった立川で競輪をやっているというのは、立川の要はあの競輪場で選

手が実際にバンクを走っているというふうな感じでおっしゃられたのかなというふうにちょっ

と今受けとめたんですけれども。 

○砺波委員 そうですね。 

○諸井財務部長 他場でやっている、立川以外のところでやっている競輪の場外発売というの

をあそこでやっているんですよ。 

○伊藤委員 常時やっているんですよ。 

○砺波委員 そうか、そうか。 

○諸井財務部長 ただ、場外の売り上げの基本というのは、その開催、主催をしているところ

に入ってくるんですけれども、車券を売るということを委託を受けていますので、そこで、何

でしょう、もうけというものは、そういうものはあるんですよ。ですから、今、１カ月のうち

に何日ということで、あいている時間がもったいないんじゃないのかということを言われたか

と思うんですけれども、全てが全てそういうふうな、あきっ放しというわけではございません。

ただ、それがどのくらいの立川競輪の中で収益に貢献しているかというのは、ごめんなさい、

今ちょっと手元に数字がないのでわからないです。 

 それからあと、今やっていなかったら申しわけないんですが、あそこのバンクのあいた空間

があるので、以前はテニスコートなどで開放していたんです、市民利用ということで。ただ、

それというのは、あくまで市民サービスの一環であって、収益ということにはつながってはお

りません。 

○砺波委員 わかりました。 

 例えばそういう検討が何かどこかで進んでいればと思うんですよね。せっかくああいう広い

敷地があるので、何か有効に使ってほしいなと思うんですよね。 

○諸井財務部長 すみません、どの程度のことが可能性としてあるのかということも含めて、

すみません。 

○砺波委員 そうですね、場所は違いますので、ちょっと今気になったもので。 

○諸井財務部長 申しわけありません。 

○金井会長 佐藤さん。 

○佐藤委員 まず、わからないことが何点かあるんですけれども、７ページのほう、基金の話

なんですけれども、さっき、実際、我々の中での話題は臨財債の積み立て不足問題、立川がど

うするか私は知らないんですけれども、減債基金に対して積み立ては十分なんですか。臨財債

です。 

○齋藤財政課長 本市、臨財債については、基本、一般財源の補完的な借り方というのはほと

んどしていない状況です。ですので、他の交付団体のような形で一般財源の財源補完というよ

うな形での残額というのはほぼほぼないというふうには認識しておりますので、そこは減債基

金見合い等の課題はないのかなというふうには考えています。 

○佐藤委員 発行しないということですか。 

○齋藤財政課長 今、財源超過団体については、平成25年度以降は発行できないような状況で、

それ以降、本市は、現状を踏まえて発行できない状況になっています。 



－22－ 

○佐藤委員 あと９ページのところで何点かあったんですけれども、市税収納事務、滞納整理

ですよね。例えばほかの自治体なんかで、よく公共料金の滞納とあわせてやったり、公的債権

ですね。なぜかというと、どうせ税を滞納する人は水道料金も多分滞納、ほかの料金を滞納し

やすいので、その辺は例えば連携というのはあるんですか。税は税、公共料金は公共料金。 

○財務部長 よろしいでしょうか。私どものほうは、推進部署というところに財務部収納課と

書いてありますけれども、この収納課というふうな名称は、税以外に国民健康保険料、後期高

齢者の保険料、そういったものもまとめて収納業務を行っているところでございます。ただ、

要は市が扱っているものの対象というふうなことでございますので、例えば水道料金は今は東

京都のほうですけれども、要は市の守備範囲の中でまとめてやっているというのが現状でござ

います。 

○佐藤委員 すみません、もう一つ、受益者負担の見直しのところで、要はこれあれですよね、

２つあって、下水はやっているわけですよね、下水道事業。こちらの経費回収率ってどれくら

いなんですかね。 

○渡貫行政経営課長 そこはちょっと数字は持ち合わせてはいないんですけれども、まだ公会

計制度を導入したばかりのため、そういった中で明らかになっていくと考えている。 

○佐藤委員 今度適用ですよね。 

○渡貫行政経営課長 という形になりますけれども、そういった中でまた新たに。 

○佐藤委員 恐らくこれから課題になるのは、多分そこの経費回収率が十分見合えるかどうか

ということ。あと、その他料金、公共料金、些末なところでいけば体育館の施設の利用料金も

そうですけれども、減価償却費をどれくらい反映させるかというところ、そういう料金。これ

から更新としてかかってくるので。その辺がやっぱり適正化の肝になるかなと思ったんですけ

れども。今のところ、施設の使用料とかってそのまま見積もって出ているんですか。 

○渡貫行政経営課長 基本的には使用料等の計算の中には維持管理経費と減価償却というよう

な考え方自体は、国の方針がありますので、そこに基づいてはやってはいるんですけれども、

実際にじゃその減価償却を入れるかどうかというのは、結構、他自治体、いろいろ自治体によ

っては考え方があります。一応本市の方針の中では、減価償却費は入った中でやることという

のは、ほかの自治体と同様に考えているんですけれども、なかなかそこは施設が古くなって、

ほとんど今は減価償却もなくなっているような状況なので、今後施設を更新する段階において

は、その辺の考え方はまた出てくる可能性はあるかなというふうに思います。 

○齋藤財政課長 すみません、ちょっと下水道料金の件で補足ですが、本市の下水道料金、今

数字のほうは私のほうも承知はしていないんですけれども、今、地方の都市に行くと下水道使

用料のほうも実際のコストに見合わないのではないかというような議論が出ておるかと思いま

すが、本市におきましては、一定の人口密度であったり、事業者さんのほうも非常に多数ある

中で、今、料金がコストに見合わないというような、そういった課題のほうはないのかなとい

うふうにはちょっと定性的なところですけれども、そういった認識のほうはしております。著

しく下水道使用料のほうを上げなければいけないというような、そういうような局面ではない

と考えてはおります。 

○三浦委員 世間話的な話なんですけれども、大型商業施設、ここのところ、どこからと考え

ればいいのか、イケアができて、ららぽーとができて、それで来年ですか、再来年、すぐそこ

にできるということで、どこで税金を払うかという企業の考え方もあるので、単純な話じゃな

いと思うんですけれども、割とよそから見ると結構立川が活況を呈しているということでの税

収面でのインパクトのことと、あと一般的にいう、人が出入りしている中での経済効果と、何

かそことの税収との関係みたいなことで、世間話的なことで結構なんですけれども、どれぐら
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い影響というか、いい反映がされているのか、あるいはされていないのか、それをちょっと教

えていただきたいんですが。 

○齋藤財政課長 少し漠然としたお答えになってしまって恐縮ですが、やはり立川市、おかげ

さまで積極的なまちづくりの成果の中で、企業等も集積しておるような状況、大会社等もふえ

ているというような状況あろうかと思っております。そういった中で、端的にはやはり事業者

が集積していく中では法人市民税というのは非常に大きくなってきている。また、固定資産税

の評価についても、この駅周辺というのは、立川は非常に堅調で、そちらも固定資産税が非常

に基幹税目として位置づけられておるような状況というところが、まちづくりの成果としてあ

らわれておるのかなというふうに思っております。そこは、立川市の強みでもあろうかという

ふうには考えてございます。 

○金井会長 朝日委員。 

○朝日委員 ３つほどあるんですけれども。１つは６ページの公有財産の利活用の効果額とい

う6.6億円の根拠を、ちょっと聞き逃した感じなので、6.6億円という内容を。あとＰＰＰ事業

の導入可能性の検討数という成果指標なんですけれども、これは内容は４つの全市施設と３つ

の中学校ということなので、もう対象も検討対象としてははっきりしているということなんで

すが、検討でいいのか。検討した結果、全部やめましたということもあり得るという性質の指

標なのかということ。あと、連動してＰＰＰに何を求めるかなんですが、５ページの基本的な

公共施設の考え方を見ていくと、やっぱりコストの削減の色合いがかなり強くて、まちづくり

という言葉も、若葉町地域では明示的に使っているけれども、ほかのところはやっぱり一貫し

てとにかくコストを縮減していきたいという方針というのはわかります。そのときに、ＰＰＰ

手法を使ったときに、あまりそういったところに効果的なものというのは、それほどないとい

うか、そんなにうまくいかないというか、かなりおいしい案件じゃないと民間もなかなか乗っ

てこないような状況にはあるかもしれません。もしかしたら、ちょっとオリンピックも終わっ

て仕事がないからというふうに来るかもしれませんけれども、何かそのあたりに、維持管理と

か運営のような部分も含めて、つまり整備だけではなくて、の話まで求めてという発想なのか

というところですね、ＰＰＰに何を求めるかということです。 

 あと３つ目が、公共施設整備基金残高の７ページの話なんですが、この必要額の考え方は、

今のどういった手法で整備していくかということにも関連するかと思うんですが。基本的には

足りない分を充てるという考え方かとは思うんですが、一方、調整基金と違って、明示的にや

っぱりこれは受益と負担からは離れていくことではあるんですね。市債でやらないということ

は、将来使う人ではなくて、今ためている部分、現世代の負担で将来の便益を出していくとい

うことになって、それは人口構成上むしろ仕方がないというか、だんだん福祉のお金がかかっ

てきて仕方のないことなんですけれども、そこのあたりの世代間の負担の考え方というのをど

の程度考慮に入れるかということに関して、何かお考えがありますか。 

○金井会長 いかがですか。 

○渡貫行政経営課長 １つ目の6.6億円のところでございますが、こちらは、特に要素として

は、過去、市の未利用地を売却してきたデータがありまして、その中で大体3,000万前後で売

れる場合もあったんですけれども、大体過去の中で一番売却が進んだのが3,600万ぐらいであ

って、それが５年間続いた場合の金額プラス、あとは資産を貸付した場合ということで、これ

はちょっと他市の事例で小学校の跡地の貸付けでは年間600万ぐらいの賃借料を得ていたとい

うようなところから、それを一つの目安として、それを上乗せしたものと。 

 あとは、維持管理コストを大体、本市の場合、最高で9,100万ぐらい年間で縮減してきたと

ころでございます。これらを５年間足し合わせたものとして、6.6億円というような数値を目
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標値としたものでございます。 

 ２点目のＰＰＰのところにつきましては、あくまでこれは公有財産の有効活用といったとこ

ろで、必ずしも整備だけではなくというようなところがあるんですけれども、今回ここで挙げ

たのは、そういった施設の再編のときに必ずＰＰＰについては検討して、場合によっては、VF

M（バリューフォーマネー）が出ないという場合については、それはもちろんそちらを活用し

ないというような可能性は十分に残しているのかなというふうには思っております。 

○齋藤財政課長 すみません、公共施設整備基金の活用と目標の捉え方の件でございますが、

まず、市債については、世代間の負担、当然将来世代の方も公共施設ってお使いいただくので、

それは市債のほうを借り入れして将来の公債費負担の中で応分の負担のほうを負っていただく

というような形になりますが、これまでの施設整備のときと同じ割合で市債が借りられるのか

どうかというところが、１つ課題として考えてございます。それは、人口が既に減少局面に入

っているという中で、これまでの人口増大局面と同じ割合を借りてしまってよろしいのかどう

かという点。それと、既に今後、施設の全くの新設という形ではなくて、恐らく既存の施設を

更新していくというようなフェーズにこれからなってまいる中で、施設を真っさらで建てると

きには、かなり高額の国費であるとか都費のほうを導入できていたという事実がありますが、

昨今の施設の大規模改修におきましては、特定財源がそれほど見込めないという点、それが２

つ目ございます。今後のそういった点がある中で、３つ目が、これまでの特に教育施設などの

建設に当たっては、先ほど来話題として挙がっていた公営競技事業ですね、競輪場からの収益

のほうを非常にその財源として活用してきた時代がございます。毎年度数十億円の金額を競輪

場のほうから入れていただいて、それでまちづくりを進めてきたという経緯があります。それ

が、当時と同じような繰り入れのほうはしていただけないという中で、財源を調達する上では

今までよりは基金に頼らざるを得ないというようなところを考えてございます。ただ、実際に

幾らの基金を取り崩して入れるべきかどうかというところについては、今ちょっと明確に申し

上げられるような材料のほうが用意できていないので、そこは毎年度の収支の状況あるいは財

政指標等を常に留意しながら、都度の見直しを図っていかざるを得ないのかなというふうには

考えてございます。 

 すみません、以上です。 

○金井会長 ＰＰＰの話は。 

○朝日委員 ありました。ありがとうございます。 

○佐藤委員 すみません、ＰＰＰと言ってＰＦＩと言わないのは何でですか。 

○渡貫行政経営課長 ＰＰＰの中にはＰＦＩが含まれておるというような形。 

○佐藤委員 そういう理解で大丈夫ですか。普通はＰＰＰ／ＰＦＩとやるものですから、あえ

て落としたのかなと。 

○渡貫行政経営課長 ＰＰＰの中には、ＰＦＩはその一手法というような形になってきますの

で、この中では具体的なＰＦＩ優先規定の策定ということを含めて、文言としては考えていま

す。また、それ以外の民間活用については、ＰＰＰは含まれますので、そういった意味合いで、

今ＰＰＰというような言葉にさせていただいております。 

○佐藤委員 結局違うのは、要するに施設をつくって例えば更新したりするときに、誰がその

コストを賄うのかというところ。ＰＰＰは、一般の例えば包括民間委託とか、例えば指定管理

者だと、箱をつくるのはあくまでも公共になってくるので。ＰＦＩはその費用も捻出させると

いうような。去年国が求めていたのは金勘定のことを言うと、とりあえず民間資金の活用の余

地があるかどうかをまず考えてくれということだったので。 

○朝日委員 すみません、あらためて伺いますが、７施設になったという根拠は何でしたっけ。 
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○渡貫行政経営課長 ７施設は、今回施設再編個別計画、当初ご説明いたしましたけれども、

４つの全市施設が対象となっております。それ以外には３つの中学校圏域が再編の対象となっ

てございますので、その３つの圏域の中でコアとなる、中心となる施設というのがございます、

再編の中心となる施設がありますので、その４つの全市施設と３つのコア圏域の施設を合わせ

て７施設ということにさせていただきます。 

○金井会長 あと、経常収支比率との関係なんですけれども、投資的経費で計上するのと、施

設の整備のかわりに何となくリースとか、そういうふうにすると、資本支出にならずに経常的

に計算されるので、結果的には経常収支比率は上がることになるはずです。つまり経常収支比

率というのは、戦後の投資的経費をばんばん打つということの余地をつくるという発想ででき

た指標なんですけれども、ＰＰＰとかＰＦＩもそうですけれども、基本的に経常収支が上がる

方向になるでしょう。どういう関係で考えるべきでしょうか。 

○齋藤財政課長 その施設とＰＰＰ等の経常収支比率への影響のところというのは、詳細はち

ょっとまだ私のほうでは検討できていないところでございます。ただ、その前段として、私ど

もの市債の借り入れの部分におきましても、それも投資的経費を市債を借りておき、返します

と公債費ということで義務的経費に置きかわるというようなところが現象として発生してまい

りますので、そこを抑制する上では、起債の借り入れのため、起債の借り入れの抑制には基金

等の活用のほうを図っていきたいというふうには考えてございます。 

 さきにお問い合わせいただいたＰＰＰの経常経費への反映というところについては、ちょっ

と一旦持ち帰って検討のほうはしてみたいと思います。 

○金井会長 経常収支比率という指標でいいのかというのがあります。21世紀の時代ではちょ

っと別の指標を開発しないといけないんではないかなと思っています。この経常収支比率は

100に近づくのはもう不可避です。だから、余り現実的にも意味のない数字にだんだんなりつ

つあって、ちょっとどうなのかなと思っていたので、質問してみた程度です。すみません。 

○佐藤委員 それでは、今の関係ではＰＦＩでは、それが今年度どうはね返るかは、ＰＦＩの

つくり方次第なので、いわゆるサービス購入型だと、事実上、会長がおっしゃったとおり、後

年度に負担を先送りするだけだし、収益併設型だと、まさにその部分が収益になるので、将来

の支出も少なくなるんですよ。それはどういうＰＦＩを組むか次第だということだと思います

し、そうなんですよ、やっぱり経常収支比率はどちらかというと、執行とか管理というのはマ

クロの指標という意味もあるので、余りこれを見て予算編成がうまくいっているとか、執行の

管理が滞りなくできているということにはならないと思うんですね。 

 だから、これから例えばある程度、立川市としてある種柔軟に予算が組めるとしたら、やっ

ぱり単独事業のところだと思うので、正直いうと例えば介護とか含めて義務的なところという

のは、どうしようもないじゃないですか。もちろん適正化するのは前提ですけれども。だとす

ると、もう少し単独事業のあり方、例えば義務的経費の中にも、悪いけれども上乗せ、今でい

う医療費の無償化も含めて、単独事業としてやっている部分もあるので、自分たちがコントロ

ールできる範囲で指標を考えたほうが実効性は高いというふうに思うんですけれども。 

○齋藤財政課長 すみません、経常収支比率を何をはかるために使うというところは、ちょっ

と今持ち帰りたいとは思っておるんですが、１つには、もういたし方ない自然増の部分で社会

保障関係経費のところは、もうなかなか切り込めない。先ほどおっしゃっていただいた単独事

業とか、上乗せ、横出しの部分というのは、若干いじれる可能性はあろうかと思いますが、基

本的には義務的に取り組まなければならない経費のほうはふえていくというような中で、どう

自主性、自立性のほうを発揮できる予算規模のほうを確保していくのかというところの中で、

実際その経常収支比率がそういった視点で役立つかどうかというところは、ちょっと持ち帰り
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たいと思います。 

○金井会長 ありがとうございます。 

○佐藤委員 最後に１つだけ簡単な質問で、５ページ以降に出てくるインフラなんですけれど

も、学校は入っているという理解でよろしいんでしたっけ、対象に。何かいや、学校という言

葉が疑問があって、中学校圏とかいうのは出てくるんだけれども、学校という施設は。 

○渡貫行政経営課長 学校は地域インフラのほうというよりは、上の３つ目の持続可能な公共

施設の展開の中に含まれてございます。公共施設再編個別計画の中に学校は位置づけられてい

ます。 

○金井会長 ほかにはいかがでしょうか。 

 じゃ、川久保さんのほうから。 

○川久保委員 すみません、もうちょっと基本的なＰＰＰについて教えていただきたいという

ことと、ＰＰＰっていうと、プライベート、パブリック、もう１個何でしたっけ。 

○佐藤委員 パートナーシップです。 

○川久保委員 パートナーシップか。それと、あとこの７施設に検討、導入可能性を検討する

ということです。それはもう確実に決まったことなんですか。 

○渡貫行政経営課長 あくまで更新していく施設については、民間の活力を導入したほうが効

果が得られるかどうかというのをここで検討していきますよというような指標で。 

○川久保委員 そうですか。この７施設については、更新するということは、もう決まったわ

けなんですか。それはまだ決まったわけじゃない。 

○渡貫行政経営課長 いや、決まったわけではないということです。 

○川久保委員 検討するということですか。 

○渡貫行政経営課長 検討を、この７施設は目標値として持っていきたいということです。 

○川久保委員 ただＰＰＰとか、給食センターとかはＰＦＩでやりますよね。今度は中学校も

やるんですかね。まだ先か、それは。中学校給食センター。 

○栗原総合政策部長 基本的にはＰＦＩ。 

○川久保委員 ＰＦＩでやる。 

○栗原総合政策部長 導入を今考えているところです。 

○川久保委員 考えているわけですか。すみません、じゃＰＦＩ以外にどういったそのＰＰＰ

ってあるんですかね。 

○渡貫行政経営課長 ＰＰＰというのは、先ほど言ったような官民連携というような形なので、

先ほどちょっと話がありましたけれども、あくまで、今の施設自体を民間で施設がやっている

場合についてはそちらのほうにも活用していただくというお話もありますし、実際に施設自体、

土地自体を民間に貸し付けて、上物を建てたものについては、そこについては市が使用料を支

払うのでというようなやり方もありますし、ＰＰＰの手法についてはいろいろ活用方法はあり

ます。 

○川久保委員 そのＰＰＰですけれども、それは確かに建物を建設しないとＰＰＰは使えない

んですか。そして、つまり民間事業者が収益になるようなものも入れないと、余り民間はやり

たがらないですよね。 

○渡貫行政経営課長 収益を得られるものであったり、あとはそれ自体の建設・運営コストが

安くなった場合については、将来的に割賦で支払っていくという方法がＰＦＩでは主流だと。 

○川久保委員 それで、この例えば学校圏域ですると、そこでコア施設を建てるとなると、か

なり大きい施設になるんじゃないですかねと想像するんですけれども。 

○渡貫行政経営課長 そうですね、他市の事例でも、学校を単独でやったというのはなかなか
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なくて、いろんな学校を統合するときにＰＦＩでやって、ただそのときには土地を売却した中

でようやくＰＦＩ、ＰＰＰが成り立つといった事例は、ほかの県であったりはします。    

なかなか学校だけでやるというのは、今事例は少ないと認識しています。 

○川久保委員 確か調布市で、調和小学校はＰＦＩで建てた。 

○渡貫行政経営課長 そうです、調和小学校は有名です。 

○川久保委員 それはプールを温水プールにして、一般の人が利用できるようにして、利用料

金の、採算性はどうなっているか知らないんですけれども。もしこの学校の圏域で建てるとす

ると、多分今の学校を解体して新しく建てて、それにいろんな機能を導入するという感じにな

るんですかね。 

○渡貫行政経営課長 例えば、ほかの施設を複合化した場合については。 

○川久保委員 そうですよね、あるような、似たような施設とかを一緒にするとか。 

○渡貫行政経営課長 そうですね。複合化した場合については、そういった形の施設利用料を

取るか、そういうような形で維持管理経費を節減するというような点では、若干トータルの費

用が安くなりますよと。それだけで全て建設コストを賄うという事例はなかなか今のところは

ないです。 

○川久保委員 そうですよね。何か急いでやる必要はないような気もするんですけれどもね。

ほかの市でも何か大規模施設とか考えると、結構それなんか計画変更みたいな、なったりして

いるような気がするんですけれども。 

 あとの４施設も、例えば大規模改修とかそういうのじゃなくてもいいんじゃないかなとは、

気はするんですけれどもね。すみません、今までの経緯が全くわかっていないので。 

○渡貫行政経営課長 大規模改修は、これまで本市で進めてきたんですけれども、施設の寿命

自体が大体コンクリートで70年ぐらいと。大規模改修をやっても、大体学校は40年、50年たっ

ています。それに幾らかかっているかというと、大規模改修は15億とかかかってくる。その後

建替えのときに、建設するのに大体30から40億かかる。残り10年ぐらいしかもたないのに15億

使うのは、とてもそれは無駄だろうということで、ならば、最終的に建てかえる中で費用の平

準化をしていったほうが、より効果的ではないかということで、本市のほうでは再編を、建替

えを含めて検討していくという方向にかじをきったところでございます。 

○川久保委員 では、この３つの中学校も、もう耐用年数が来ているとか、そういうことなん

ですか。 

○渡貫行政経営課長 そうです。今のところ50年近く、50年から60年近いものが今回は対象に

なって、50年から60年近く。 

○川久保委員 では、結構更新、やる時期には来ていますね。 

○渡貫行政経営課長 そうですね。あと10年、15年もたないというような時期になっています

ので、そこでは確実に何らか手を打っていかないといけない。 

○川久保委員 わかりました。すみません、ちょっと今まで経緯がわからなかったので、初め

て聞いたので、ちょっと疑問に思ったものですから、すみません。 

○金井会長 では、どうぞ、曽我さん。 

○曽我委員 公共施設の跡地の活用のところで、売却というお話も出ているわけですけれども、

できれば、やはり市として土地をやっぱり所有をしていて、それを長期に貸し付けるとか、事

業用定借で貸し付けるといったほうが、当然その経常一般財源もふえる話ですし、それとあと

将来どういったまた行政利用が出てくるかわからない。そのときに、また土地を買おうなんて

いうと、これはなかなか手に入るものじゃないと思うんですね。やっぱり苦労して公拡法なん

かも使いながら市の土地、公有地をふやしていったといういきさつがあるでしょうから、その
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辺のところをやっぱり慎重に、売却ということではなくて、むしろ貸し付けだとか、あるいは

民間との協力というようなところで活用を図られたほうがいいのではないかなと、こんな意見

を申し上げます。 

○佐藤委員 すみません、確認だけなんですけれども、先ほど、私が勘違いしているだけなの

かもしれないんですが、中学校圏域とかいう形で整理の単位があるというときに、それは中学

校を含む再編成という理解でよろしいですか。中学校という施設を含め。 

○渡貫行政経営課長 そうですね、施設を含めてですね。 

○佐藤委員 そのときに、先ほど複合施設化の話がちょっと出てきたと思うんですけれども、

学校の複合施設化というのは、これは立川市としては進めていくという。 

○渡貫行政経営課長 今回、３つの中学校圏域でやっていまして、その中には、中学校が１つ

だったり、小学校が１つないし２つ、あとはその中に学習等供用施設とか、あとは公民館、い

わゆる学習館とか、あとは福祉会館等、地域施設が結構あるんです。そういったものを立川市

の中ではなるべく人が集まるような施設、コア施設と言っているんですけれども、そういった

ものに集めて複合化することによって、維持管理経費の節減であったり、地域の人が多様な交

流が生まれるような施設に再編していきましょうというような考え方で現に進めてございます。 

○栗原総合政策部長 ３つの中学校圏域で全て中学校の建てかえということではないです。今、

渡貫が申し上げたとおり、中学校圏域の中には小学校があるわけで、小学校を核としてほかの

施設とということも組み合わせとしてはあるので、必ずしも中学校が全部絡むということでは

ない。 

○佐藤委員 他市では結構学校の複合施設化って結構大変でというのは、学校の管理責任者が

校長先生なので、結局、じゃ船橋市は２つやったんだけれども、壁つくって出口分けて絶対入

ってこないようにしているというので何かやったという話も聞いていたので、立川市の場合は

その辺は大丈夫なんですか。 

○栗原総合政策部長 １つ第一小学校が柴崎学習館、社会教育施設ですが、それとの合築とい

うことがあって、上の渡り廊下のところでつながっているというのがあるんですけれども、や

っぱりセキュリティーをどうするかというのは非常に課題はあります。今後やるものも、学校

とほかの対象が使う施設を合築した場合というのは、どういうふうにセキュリティーゾーンを

引くかということは、非常に課題になっています。 

 以上です。 

○金井会長 大分時間がたってしまいました。そろそろ終わりなんですが、何か特に言うこと

はございますか。よろしいですか。 

 それでは、今、さまざまなご意見が出ましたので、市役所のほうとしてはいろいろお酌み取

りいただいて、ご検討いただければと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、次第、その他３ですが、何かございますでしょうか。 

○渡貫行政経営課長 次回は、今回まだ検討していない情報と、あとは地域との協働の話と、

あとは行政経営の仕組みというところのご議論をお願いしたいと、具体的な取組事項について

のご議論をお願いしたいと思ってございます。 

 次回につきましては、年が明けて令和２年１月28日火曜日、19時から、会場は今回と同じ女

性総合センター第２学習室での開催となります。正式な通知につきましては、後日送付いたし

ます。 

 事務局からは以上でございます。 

○金井会長 ということで、皆さんよろしいですか。１月28日ということで。 

 それでは、今日はこれで審議会を終わりにしたいと思います。 
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 どうもお疲れさまでした。 

午後９時３分 閉会 


